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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　貨物区画と該貨物区画の後方に機関室を有し、かつ、居住区の一部又は全部を上甲板上
に設けた、液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物において、
　前記貨物区画の後方で、かつ、前記機関室の上側の一部または全部に貨物機器室を配置
して、前記居住区を前記貨物機器室の後方に設けると共に、
　前記貨物機器室の後方に、コファーダム、空所、燃料油タンク、水タンクのうちのいず
れか１つ以上を配設した区画を設け、この区画の後方に前記居住区を設けていることを特
徴とする液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物。
【請求項２】
　貨物区画と該貨物区画の後方に機関室を有し、かつ、居住区の一部又は全部を上甲板上
に設けた、液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物において、
　前記貨物区画の後方で、かつ、前記機関室の上側の一部または全部に貨物機器室を配置
して、前記居住区を前記貨物機器室の後方に設けると共に、
　前記貨物機器室の後方に、前記機関室の一部を上甲板より上に突設して設けた機関室突
設部を配置し、この機関室突設部の後方に前記居住区を設けていることを特徴とする液化
ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物。
【請求項３】
　貨物区画と該貨物区画の後方に機関室を有し、かつ、居住区の一部又は全部を上甲板上
に設けた、液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物において、
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　前記貨物区画の後方で、かつ、前記機関室の上側の一部または全部に貨物機器室を配置
して、前記居住区を前記貨物機器室の後方に設けると共に、
　前記貨物機器室の後方に、前記機関室とは別の区画となる機械室若しくは倉庫のいずれ
か一方又は両方を配置する区画を配置し、この区画の後方に前記居住区を設けていること
を特徴とする液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物。
【請求項４】
　貨物区画と該貨物区画の後方に機関室を有し、かつ、居住区の一部又は全部を上甲板上
に設けた、液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物において、
　前記貨物区画の後方で、かつ、前記機関室の上側の一部または全部に貨物機器室を配置
すると共に、
　前記貨物機器室の下側で前記機関室の上部に、コファーダム、空所、燃料油タンク、水
タンクのうちのいずれか１つ以上を配設した機関室上部区画を設けていることを特徴とす
る液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物。
【請求項５】
　前記居住区を前記貨物区画の前方に設けていることを特徴とする請求項４に記載の液化
ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物。
【請求項６】
　前記居住区を前記貨物機器室の後方に設けていることを特徴とする請求項４に記載の液
化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物。
【請求項７】
　前記貨物機器室の後方に、コファーダム、空所、燃料油タンク、水タンクのうちのいず
れか１つ以上を配設した区画を設け、この区画の後方に前記居住区を設けていることを特
徴とする請求項６に記載の液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物。
【請求項８】
　前記貨物機器室の後方に、前記機関室の一部を上甲板より上に突設して設けた機関室突
設部を配置し、この機関室突設部の後方に前記居住区を設けていることを特徴とする請求
項６に記載の液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物。
【請求項９】
　前記貨物機器室の後方に、前記機関室とは別の区画となる機械室若しくは倉庫のいずれ
か一方又は両方を配置する区画を配置し、この区画の後方に前記居住区を設けていること
を特徴とする請求項６に記載の液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物。
【請求項１０】
　前記貨物機器室の下側の前記機関室の前部に、コファーダム、空所、燃料油タンク、水
タンク、燃料油移送ポンプ、バラストポンプ、バラスト水処理装置のうちのいずれか１つ
以上を備えた機関室前部区画を設けていることを特徴とする請求項１～９のいずれか１項
に記載の液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物。
【請求項１１】
　前記貨物機器室の上側にデッキタンク若しくは液化ガス燃料タンクを設けていることを
特徴とする請求項１～１０のいずれか１項に記載の液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物
。
【請求項１２】
　前記貨物機器室の内部に、主機に導かれる燃料ガス配管のフランジ又は弁を設けている
ことを特徴とする請求項１～１１のいずれか１項に記載の液化ガス貯蔵設備を備えた浮体
構造物。
【請求項１３】
　当該浮体構造物が、液化ガス貯蔵設備を備えた液化ガス運搬船、液化ガス燃料タンクを
備えた船舶、液化ガス燃料タンクを備えた浮体構造物、又は、液化ガス貯蔵設備を有する
浮体構造物のいずれかであることを特徴とする請求項１～１２のいずれか１項に記載の液
化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物に関し、より詳細には、液化ガスを一
時的に貯蔵する設備と貨物機器室を備えて構成される、液化ガス運搬船、液化ガス燃料タ
ンクを備えた船舶、液化ガス燃料タンクを備えた浮体構造物、又は、液化ガス貯蔵設備を
有する浮体構造物等の液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液化ガス運搬船のうちの液化天然ガス運搬船（ＬＮＧ船）では、貨物である天然ガスの
自然蒸発によって生じる蒸発ガスを燃料として使用するために、燃料ガス配管が、貨物機
器室から居住区の横を通って機関室の後方まで敷設されており、この燃料ガス配管により
、蒸発ガスは貨物区画の後方に設けられた機関室内の主機に導かれている。
【０００３】
　最近は、この蒸発ガスの燃料利用に関して、ＬＮＧ船の主機として二元燃料の低速ディ
ーゼル機関を使用する技術が注目されてきており、この場合には、燃料となる天然ガスを
３００ｂａｒ～４００ｂａｒ程度まで高圧化して主機に供給する必要がある。そのため、
従来船の配置では、機関室から遠く離れた貨物機器室に設置された燃料供給装置から高圧
配管を機関室まで敷設することになる。
【０００４】
　そのため、従来船のように主機に蒸気タービンを使用している場合であれば、燃料に天
然ガスを使用しても、ボイラに供給する天然ガスの圧力は低圧で済むため、万一、燃料ガ
ス配管が破損したとしても、この天然ガスの漏出による危険性はガス爆発の危険のみを考
慮すればよかったが、高圧化された天然ガスの漏出となるとガス爆発の危険に加えて、高
圧でのガス噴出による乗組員の負傷も懸念されるようになる。
【０００５】
　このガス漏出に対する対策として、燃料ガス配管に覆いを設けたり、燃料ガス配管を従
来同様の暴露状態で設置する場合にはより厳しい防食対策が求められたりすることから、
本質的な危険性回避を達成することが難しくなるだけでなく、船のコストが上昇すること
にもなる。
【０００６】
　また、天然ガス等の液化ガスの高圧化のための機器類として、大型電気機器を使用する
必要が生じるため、大型電気機器への動力供給用の電気配線の増設が必要になり、この電
線導設が難しく、コスト高となる。
【０００７】
　また、この液化ガスの高圧化のための大型電気機器を設けるためには、貨物機器室にお
ける設置スペースが必要になり、貨物機器室を広げる必要が生じる。更に、複数の港に出
入港できるようにするためは、従来船の設備に、新たな荷役設備、別の用途の新たな船楼
、新たな大型艤装品を追加して設ける必要が生じてきている。
【０００８】
　しかしながら、ＭＯＳＳ型ＬＮＧ船では、球形の貨物タンクの上側が上甲板上に大きく
突出しているため、上甲板上に自由に設備を設けることができる場所が少なく、貨物機器
室、荷役用マニホールド等の荷役設備、その他大型艤装品を設けるための場所は、上甲板
上では限られており、設置場所が限定されてしまう。
【０００９】
　従来の液化ガス運搬船では、貨物機器室は、まれには、小型の船においては船首部の最
前端の液化ガス貯蔵設備であるホールドスペースよりも前方に配置する事があるが、一般
的には、図１１及び図１２に例示するように、液化ガス運搬船１Ｘの貨物機器室１２は、
防爆対策等が求められる貨物区画Ｒ１を徒に広げないように、貨物タンク１１同士の間に
設けられている。また、荷役用マニホールド１３が貨物区画Ｒ１の貨物タンク１１同士の
間に設けられ、居住区８及び機関室５は貨物区画Ｒ１の後方に設けられている。
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【００１０】
　また、この例として、ＭＯＳＳ型の球形の貨物タンクを搭載しているＬＮＧ船の場合で
、貨物機械室（貨物機器室）を貨物区画の上甲板上で、最後方の貨物タンクとその前方の
貨物タンクとの間に設け、この前方の貨物タンクとさらにその前方の貨物タンクとの間に
ローデイングマニホールド（荷役用マニホールド）を設けたＬＮＧ船が図示されている（
例えば、特許文献１参照）。
【００１１】
　そのため、従来船の機関室の上に居住区を設ける配置を維持した状態で、貨物区画の前
方又は後方の上甲板上に、従来船よりも大きな貨物機器室を設けようとすると、少なくと
も、この貨物機器室の長さ分だけ、ＬＮＧ船の長さを長くする必要が生じるので、ＬＮＧ
船の価格が大きく上昇してしまうことになる。
【００１２】
　また、荷役用マニホールドの場所に関しては、港がある程度限定される場合には、設置
場所が１カ所に限定されることが多い為、貨物機器室と荷役用マニホールドと舷梯を貨物
タンク間に設置することが可能であるが、港が限定できない場合には、複数の荷役用マニ
ホールドを設ける必要性が生じ、設置場所の確保が重要になる。また、貨物タンクの数が
少なくなった場合には、そもそも設置可能な場所が減少してしまうので、この設置場所の
確保はより重要な問題となる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１３】
【特許文献１】特開平７－３０１３７２号公報（段落〔０００２〕及び〔００２５〕、図
５）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　本発明は、上記の状況を鑑みてなされたものであり、その目的は、液化ガス貯蔵設備を
備えた浮体構造物において、高圧の燃料ガス配管からの高圧ガスの漏洩による危険性を軽
減しつつ、新たな荷役設備、新たな船楼、新たな大型艤装品を追加して配置できる場所を
確保できる液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　上記のような目的を達成するための本発明の液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物は、
貨物区画と該貨物区画の後方に機関室を有し、かつ、居住区の一部又は全部を上甲板上に
設けた、液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物において、前記貨物区画の後方で、かつ、
前記機関室の上側の一部または全部に貨物機器室を配置して、前記居住区を前記貨物機器
室の後方に設けると共に、前記貨物機器室の後方に、コファーダム、空所、燃料油タンク
、水タンクのうちのいずれか１つ以上を配設した区画を設け、この区画の後方に前記居住
区を設けている構成とされる。なお、この機関室の上側の一部又は全部に貨物機器室を配
置するとは、機関室の天井の一部が貨物機器室の床になる場合と機関室の天井の全部が貨
物機器室の床になる場合とを示している。
【００１６】
　この構成によれば、燃料ガスを移送するための設備が格納された貨物機器室を、貨物タ
ンク同士の間から、燃料ガスを使用する主機や発電設備が納められた機関室の直上に移設
したので、天然ガス等の液化ガスを燃料として使用するために設けられる燃料ガス配管を
、貨物機器室から一度外に出てから直下の機関室へ導く構成だけでなく、貨物機器室から
その直下にある機関室へ直ちに導く構成を採用することもできる。
【００１７】
　その結果、貨物機器室から機関室の主機に至る高圧の燃料ガス配管の敷設長さを短くす
ることができるので、燃料ガスの漏洩の可能性が低くなり、高圧の燃料ガスの漏洩による
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爆発及び人体への受傷や危険性を軽減することができる。しかも、防食対策の範囲も小さ
くなり、動力供給電線などの電線導設も容易になる。
【００１８】
　また、居住区の横を高圧の燃料ガス配管が通らない構成のため、ガス漏洩時に、危険な
燃料ガスが居住区に侵入して爆発したり、高圧の燃料ガスが直接乗組員を負傷させたりす
る可能性を著しく低下させることができる。
【００１９】
　それと共に、貨物タンク間に貨物機器室を設けるためのスペースを確保する必要がなく
なるので、貨物タンク間に他の設備を設置することが可能となり、追加の荷役用マニホー
ルドなどの追加の荷役設備、別の用途の追加の船楼、追加の大型艤装品を設置する場所を
確保することができるようになる。
【００２１】
　さらに、居住区を貨物機器室の後方に設けている構成によれば、貨物機器室の移動に伴
い、居住区を貨物機器室より後方に移動して設置するという比較的簡単な配置変更で済む
ことになる。特に、船首部に居住区を設ける場所が無い場合は、船の長さを長くすること
無く居住区を配置することが可能になる。また、貨物区画の上甲板上に貨物機器室の設置
場所を確保できず且つ船首部にも居住区の設置場所を確保できないという場合には、この
配置が有効となる。
【００２２】
　更に、上記の液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物において、前記貨物機器室の後方に
、コファーダム、空所、燃料油タンク、水タンクのうちのいずれか１つ以上を配設した区
画を設け、この区画の後方に前記居住区を設けて構成すると、この区画の介在により貨物
機器室と居住区を隣接させずに済むので、貨物機器室においてガス漏洩が発生した場合で
も、居住区内にその漏洩したガスが侵入する危険性を減少できる。
【００２３】
　あるいは、上記のような目的を達成するための本発明の液化ガス貯蔵設備を備えた浮体
構造物は、貨物区画と該貨物区画の後方に機関室を有し、かつ、居住区の一部又は全部を
上甲板上に設けた、液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物において、前記貨物区画の後方
で、かつ、前記機関室の上側の一部または全部に貨物機器室を配置して、前記居住区を前
記貨物機器室の後方に設けると共に、前記貨物機器室の後方に、前記機関室の一部を上甲
板より上に突設して設けた機関室突設部を配置し、この機関室突設部の後方に前記居住区
を設けている構成とされる。この機関室突設部の介在により貨物機器室と居住区を隣接さ
せずに済むので、貨物機器室においてガス漏洩が発生した場合でも、居住区内にその漏洩
したガスが侵入する危険性を減少できる。
【００２４】
　あるいは、上記のような目的を達成するための本発明の液化ガス貯蔵設備を備えた浮体
構造物は、貨物区画と該貨物区画の後方に機関室を有し、かつ、居住区の一部又は全部を
上甲板上に設けた、液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物において、前記貨物区画の後方
で、かつ、前記機関室の上側の一部または全部に貨物機器室を配置して、前記居住区を前
記貨物機器室の後方に設けると共に、前記貨物機器室の後方に、前記機関室とは別の区画
となる機械室若しくは倉庫のいずれか一方又は両方を配置する区画を配置し、この区画の
後方に前記居住区を設けている構成とされる。この区画の介在により貨物機器室と居住区
を隣接させずに済むので、貨物機器室においてガス漏洩が発生した場合でも、居住区内に
その漏洩したガスが侵入する危険性を減少できる。なお、この機械室には、空気調整装置
（エアコン）や油圧機器などが配置される。
　あるいは、上記のような目的を達成するための本発明の液化ガス貯蔵設備を備えた浮体
構造物は、貨物区画と該貨物区画の後方に機関室を有し、かつ、居住区の一部又は全部を
上甲板上に設けた、液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物において、　前記貨物区画の後
方で、かつ、前記機関室の上側の一部または全部に貨物機器室を配置すると共に、前記貨
物機器室の下側で前記機関室の上部に、コファーダム、空所、燃料油タンク、水タンクの
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うちのいずれか１つ以上を配設した機関室上部区画を設けている構成とされる。この構成
により、貨物機器室と機関室との間に空隙を設けることができるので、貨物機器室におい
てガス漏洩が発生した場合でも、機関室内にその漏洩したガスが侵入する危険性を減少す
ることができる。
　上記の液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物において、前記居住区を前記貨物区画の前
方に設けて構成すると、この構成により、居住区の上に航海船橋を設けることができるよ
うになり、この貨物区画前方の居住区に航海船橋を設けた場合には、貨物タンクを球形の
ＭＯＳＳ型タンクで形成した場合のように大型構造物が上甲板上に突出している浮体構造
物において問題となる前方視界を容易に確保できるようになる。
【００２５】
　上記の液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物において、前記貨物機器室の下側の前記機
関室の前部に、コファーダム、空所、燃料油タンク、水タンク、燃料油移送ポンプ、バラ
ストポンプ、バラスト水処理装置のうちのいずれか１つ以上を備えた機関室前部区画を設
けて構成すると、この構成により、機関室と貨物区画との間に空隙を設けることができ、
貨物機器室からの燃料ガス配管をこの機関室前部区画に配設することにより、貨物機器室
においてガス漏洩が発生した場合でも、機関室内にその漏洩したガスが侵入する危険性を
減少することができる。
【００２７】
　上記の液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物において、前記貨物機器室の上側にデッキ
タンク若しくは液化ガス燃料タンクを設けて構成すると、この構成により、貨物機器室の
上側を有効利用でき、液化ガス燃料タンクを設けた場合は、液化ガス燃料タンクと貨物機
器室の機器類との間の燃料ガス配管を短くできる。
【００２８】
　上記の液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物において、前記貨物機器室の内部に、主機
に導かれる燃料ガス配管のフランジ又は弁を設けて構成すると、この構成により燃料ガス
の漏洩が起こりやすいフランジの部分や弁の部分が貨物機器室の内部に収納されるので、
機関室内に燃料ガスが漏洩する危険性及び貨物機器室から機関室へと繋ぐ暴露配管におい
て燃料ガスが漏洩する危険性を低くする事ができる。
【００２９】
　そして、上記の液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物としては、液化ガス貯蔵設備を備
えた液化ガス運搬船、液化ガス燃料タンクを備えた船舶、液化ガス燃料タンクを備えた浮
体構造物、又は、液化ガス貯蔵設備を有する浮体構造物を想定できる。
【発明の効果】
【００３０】
　本発明の液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物によれば、貨物機器室を機関室の上側に
配置することによって、貨物機器室が貨物タンク同士の間から最後端の貨物タンクの後方
に移動することになり、天然ガス等の液化ガスを燃料として使用するために使用される、
貨物機器室から機関室の主機に至る高圧の燃料ガス配管において、その敷設長さを短くす
ることができるので、高圧ガスの漏洩による危険性を軽減することができる。
【００３１】
　それと共に、従来技術の貨物タンク間の貨物機器室の配置から、貨物機器室を貨物区画
の後方に移動することにより、本発明の構成では、貨物タンク間のスペースに貨物機器室
を収めるという制約を無くすことができ、貨物機器室を大きくできる上に、貨物タンク間
の貨物機器室があったスペースが空くので、追加の荷役用マニホールドなどの追加の荷役
設備、追加の船楼、追加の大型艤装品を設置する場所を確保することができるようになる
。
【図面の簡単な説明】
【００３２】
【図１】本発明に係る第１の実施の形態の液化ガス運搬船の構成を模式的に示す側面図で
ある。
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【図２】図１の液化ガス運搬船の構成を模式的に示す平面図である。
【図３】本発明に係る第２の実施の形態の液化ガス運搬船の構成を模式的に示す側面図で
ある。
【図４】図３の液化ガス運搬船の構成を模式的に示す平面図である。
【図５】本発明に係る第３の実施の形態の液化ガス運搬船の構成を模式的に示す側面図で
ある。
【図６】図５の液化ガス運搬船の構成を模式的に示す平面図である。
【図７】本発明に係る第４の実施の形態の液化ガス運搬船の構成を模式的に示す側面図で
ある。
【図８】図７の液化ガス運搬船の構成を模式的に示す平面図である。
【図９】本発明に係る第５の実施の形態の液化ガス運搬船の構成を模式的に示す側面図で
ある。
【図１０】図９の液化ガス運搬船の構成を模式的に示す平面図である。
【図１１】従来技術の液化ガス運搬船の構成を模式的に示す側面図である。
【図１２】図１１の液化ガス運搬船の構成を模式的に示す平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００３３】
　以下、本発明に係る実施の形態の液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物について、図面
を参照しながら説明する。この液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物としては、液化ガス
運搬船、液化ガス燃料タンクを備えた船舶、液化ガス燃料タンクを備えた浮体構造物、又
は、液化ガス貯蔵設備を有する浮体構造物等があるが、ここでは、液化ガス貯蔵設備を備
えた浮体構造物として、ＭＯＳＳ型の球形ガスタンクを備えた液化ガス運搬船を例にして
説明する。
【００３４】
　しかし、本発明はこの液化ガス運搬船に限定されず、それ以外の液化ガス運搬船、液化
ガス燃料タンクを備えた船舶、液化ガス燃料タンクを備えた浮体構造物、又は、液化ガス
貯蔵設備を有する浮体構造物等の液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物にも適用可能であ
る。
【００３５】
　なお、液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物が、液化ガス運搬船、液化ガス燃料タンク
を備えた船舶の場合には、通常時は航海しているが、液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造
物が、液化ガス燃料タンクを備えた浮体構造物、又は、液化ガス貯蔵設備を有する浮体構
造物である場合には、洋上設置場所まで行く時のみ自力航行によって航海することになる
。
【００３６】
　また、本発明においては、液化ガスタンクや液化ガス燃料タンクは、ＭＯＳＳ型の球形
の貨物タンクのみでなく、それ以外の自立方形タンクや船体構造と一体型のタンクであっ
てもよい。
【００３７】
　そして、図１及び図２に示すように、本発明の係る第１の実施の形態の液化ガス運搬船
１Ａは、船底２と船側３と上甲板４によって、船体の周囲を形成され、貨物タンク１１を
有する貨物区画Ｒ１と、この貨物区画Ｒ１の後方、言い換えれば、船体の船尾側に機関室
５が設けられており、この機関室５から後方に延びるプロペラシャフトにプロペラ６が配
置され、その後ろに舵７が設けられている。
【００３８】
　また、航海船橋８ａを備えた居住区８の一部または全部（図１及び図２の構成では全部
）が、船首部の上甲板４の上に設けられる。また、船尾の機関室５の上に、機関室５内の
エンジンで発生する排気ガスを大気中に放出するための煙突９が設けられる。
【００３９】
　また、貨物区画Ｒ１には、液化ガスを貯蔵するために、貨物タンク１１が設けられるが
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、ここでは、ＭＯＳＳ型タンクと呼ばれる球形の液化ガスタンクで形成されており、この
貨物タンク１１の一部が上甲板４より上に突出して、船体の前後方向に一列に数個（ここ
では４個）並んで設けられている。
【００４０】
　更に、船尾側の貨物機器室１２や機関室５と船首側の航海船橋８ａとを繋ぐ通行路１７
を、暴露仕様の通路又は閉囲区画の通路として構成して、上甲板４より上部に設ける。つ
まり、船首部（表）の航海船橋８ａと船尾側（艫）の貨物機器室１２や機関室５とを例え
ば閉囲区画に構成された全天候型天空歩路となる通行路１７で接続して、航海船橋８ａと
貨物機器室１２等の間を常に往来可能とする。なお、ここでは、この通行路１７を船体中
央で、かつ、貨物タンク１１の上部に設けているが、この通行路１７を船体右舷または左
舷側の貨物タンク１１の横側に設けてもよい。
【００４１】
　さらに、第１の実施の形態の液化ガス運搬船１Ａにおいては、居住区８は、貨物区画Ｒ
１の前方に、つまり、最前列の貨物タンク１１より前方に設けられる。この構成で、居住
区８の上に航海船橋８ａを設けて構成すると、航海船橋８ａが最前の位置の貨物タンク１
１よりも前方に配置されることになるので、貨物タンク１１が航海船橋８ａからの前方見
通しの邪魔にならなくなり、前方視界を良好に確保できるようになるので、操船性が向上
する。特に、貨物タンク１１を球形のＭＯＳＳ型タンクのように大型構造物が上甲板４上
に突出している場合では、この背が高い大型構造物のために視界確保が困難となるので、
この構成を採用することの効果が大きくなる。また、この航海船橋８ａにはドジャー８ｂ
を設けて、出入港などの船体の側方の監視を容易にする。
【００４２】
　また、この前方視界の観点から、航海船橋を船尾側に配置する場合に比べて、船首側で
は、航海船橋８ａの高さを低くすることができ、また、船尾側に配置する上部構造物を高
くする必要がなくなるので、船全体の高さを低く抑えることできる。その結果、エアドラ
フトが小さくなるので、液化ガス運搬船１Ａが航行できる範囲が拡大して、この液化ガス
運搬船１Ａの汎用性を高めることができる。例えば、エアドラフトが低くなることにより
、２港以上の重要な港（例えば、フランスのモントアール港や、アメリカ合衆国のエバレ
ット港等）に入港が可能となる。
【００４３】
　さらに、貨物機器室１２が、貨物区画Ｒ１の後方、つまり、最後端の貨物タンク１１よ
り後方で、かつ、機関室５の上側の一部または全部（図１及び図２では一部）に、つまり
、機関室５の直上に貨物機器室１２が配置される。言い換えれば、貨物機器室１２の直下
の全部が機関室５になるように構成される。なお、この貨物機器室１２は、煙突９よりも
前方に設けられる。
【００４４】
　これにより、燃料ガスを移送する為の設備が格納された貨物機器室１２を、従来技術に
おける貨物タンク１１同士の間の配置から、本発明では、燃料ガスを使用する主機や発電
設備が納められた機関室５の直上に移設したので、貨物機器室１２から出た燃料ガス配管
を、貨物機器室から一度外に出てから直下の機関室へ導かれる構成だけでなく、直下にあ
る機関室５へ直ちに導く構成を採用することもできる。
【００４５】
　これにより、液化ガスを燃料として使用するための貨物機器室１２から機関室５の主機
に至る高圧の燃料ガス配管の敷設長さを短くすることができるようになる。この燃料ガス
配管の長さが短くなることにより、その分、高圧ガスの漏洩の可能性が低くなり、高圧ガ
スの漏洩による危険性を軽減することができる。しかも、防食対策の範囲も小さくなり、
電力供給電線などの電線導設も容易になる。
【００４６】
　また、居住区８の横を高圧の燃料ガス配管が通らなくなるため、万一のガス漏洩時にお
いても、危険な燃料ガスが居住区８に侵入したり、高圧の燃料ガスが直接乗組員を負傷さ
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せたりする可能性を著しく低下させることができる。
【００４７】
　それと共に、貨物タンク１１同士の間に貨物機器室１２を設けるためのスペースを確保
する必要がなくなるので、貨物タンク１１間に他の設備を設置することが可能となり、追
加の荷役設備、追加の船楼、追加の大型艤装品を設置する場所を確保することができるよ
うになる。
【００４８】
　これにより、貨物タンク１１同士の間で荷役用マニホールド１３や舷梯など艤装品の設
置できる場所が広がる。つまり、荷役用マニホールド１３を両舷においてそれぞれ１箇所
だけでなく、２箇所以上で、かつ、貨物タンク１１間の全部の箇所までの任意の場所に配
置することができるようになる。
【００４９】
　さらに、船尾側の機関室５の上に設けられる貨物機器室１２の高さが低くて済むので、
貨物機器室１２の防振対策のための鋼材が不要となり、その分載荷重量を増加できる。さ
らに、この船尾の上部構造物の高さが低くなることで、係留中の風圧力による影響が少な
くなるので、係留用艤装品を小さくすることができ、その分載荷重量を増加できる。また
、煙突高さも低くなるので、煙突９の使用材料を減少でき、その分載荷重量を増加できる
。
【００５０】
　また、この貨物機器室１２の上側にデッキタンク（図示しない）若しくは液化ガス燃料
タンク１１ａを設けて構成すると、この構成により、貨物機器室１２の上側を有効利用で
き、液化ガス燃料タンク１１ａと貨物機器室１２の機器類との間の燃料ガス配管を短くで
きる。
【００５１】
　また、貨物機器室１２の内部に、主機に導かれる燃料ガス配管のフランジ又は弁を設け
て構成すると、高圧の燃料ガス配管が乗組員が通行するような外部に露出することが無く
なり、燃料ガス配管からのガス漏洩により受傷の危険性を減少でき、安全性を増すことが
できる。
【００５２】
　次に、図３及び図４を参照して、本発明の係る第２の実施の形態の液化ガス運搬船１Ｂ
について説明する。この液化ガス運搬船１Ｂは、居住区８が貨物機器室１２の後方に設け
て構成される点が、第１の実施の形態の液化ガス運搬船１Ａと異なる。この液化ガス運搬
船１Ｂの構成によれば、貨物機器室１２の移動に伴い、居住区８を貨物機器室１２より後
方に移動して設置するという比較的簡単な配置変更で済む。特に、船首部に居住区を設け
る場所が無い場合は、船の長さを長くすること無く居住区を配置することが可能になる。
また、貨物区画の上甲板４上に貨物機器室の設置場所を確保できず且つ船首部にも居住区
の設置場所を確保できないという場合には、この配置が有効となる。
【００５３】
　次に、図５及び図６を参照して、本発明の係る第３の実施の形態の液化ガス運搬船１Ｃ
について説明する。この液化ガス運搬船１Ｃは、貨物機器室１２と居住区８の間に、区画
１４が設けられて構成される点が、第２の実施の形態の液化ガス運搬船１Ｂと異なる。
【００５４】
　この区画１４は、コファーダム、空所、燃料油タンク、水タンクのうちのいずれか１つ
以上を配設した区画として設けたり、若しくは、機関室５の一部を上甲板４より上に突設
して設けた機関室突設部としたり、機関室５とは別の区画となる機械室若しくは倉庫のい
ずれか一方又は両方を配置する区画としたりして構成する。なお、この機械室には、空気
調整装置（エアコン）や油圧機器などが配置される。
【００５５】
　これにより、この区画１４により、貨物機器室１２と居住区８を、隣接させずに済むの
で、貨物機器室１２においてガス漏洩が発生した場合でも、居住区８内にその漏洩したガ
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スが侵入する危険性を減少できる。
【００５６】
　次に、図７及び図８を参照して、本発明の係る第４の実施の形態の液化ガス運搬船１Ｄ
について説明する。この液化ガス運搬船１Ｄは、貨物機器室１２の下側の機関室５の前部
に、コファーダム、空所、燃料油タンク、水タンク、燃料油移送ポンプ、バラストポンプ
、バラスト水処理装置のうちのいずれか１つ以上を備えた機関室前部区画１５を設けて構
成される点が、第２の実施の形態の液化ガス運搬船１Ｂと異なる。
【００５７】
　この構成により、機関室５と貨物区画Ｒ１との間に空隙を設けることができ、貨物機器
室１２からの燃料ガス配管をこの機関室前部区画１５に配設することにより、貨物機器室
１２においてガス漏洩が発生した場合でも、機関室５内にその漏洩したガスが侵入する危
険性を減少することができる。
【００５８】
　次に、図９及び図１０を参照して、本発明の係る第５の実施の形態の液化ガス運搬船１
Ｅについて説明する。この液化ガス運搬船１Ｅは、貨物機器室１２の下側で機関室５の上
部に、コファーダム、空所、燃料油タンク、水タンクのうちのいずれか１つ以上を備えた
機関室上部区画１６を設けて構成される点が、第２の実施の形態の液化ガス運搬船１Ｂと
異なる。
【００５９】
　この構成により、貨物機器室１２と機関室５との間に空隙を設けることができるので、
貨物機器室１２においてガス漏洩が発生した場合でも、機関室５内にその漏洩したガスが
侵入する危険性を減少することができる。
【００６０】
　上記の構成の液化ガス運搬船１Ａ～１Ｅによれば、貨物機器室１２を機関室５の上側に
配置することによって、貨物機器室１２が貨物タンク１１同士の間から最後端の貨物タン
ク１１の後方に移動することになり、天然ガス等の液化ガスを燃料として使用するために
使用される、貨物機器室１２から機関室５の主機に至る高圧の燃料ガス配管において、そ
の敷設長さを短くすることができるので、高圧の燃料ガスの漏洩による危険性を軽減する
ことができる。
【００６１】
　それと共に、貨物機器室１２の移動により、貨物タンク１１同士の間のスペースに収め
るという制約を無くして貨物機器室１２を大きくすることができる上に、貨物タンク１１
間の貨物機器室１２があったスペースが空くので、追加の荷役用マニホールド等の追加の
荷役設備、別の用途の追加の船楼、追加の大型艤装品を設置する場所を確保することがで
きるようになる。
【産業上の利用可能性】
【００６２】
　本発明の液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物によれば、液化ガスを燃料として使用す
るために使用される、貨物機器室から機関室の主機に至る高圧の燃料ガス配管の敷設長さ
を短くすることができるので、高圧ガスの漏洩による危険性を軽減することができ、それ
と共に、貨物機器室に対して貨物タンク同士の間のスペースに収めるという制約を無くし
て貨物機器室を大きくすることができる上に、貨物タンク間の貨物機器室があったスペー
スが空いて、追加の荷役設備、追加の船楼、追加の大型艤装品を設置する場所を確保する
ことができるようになるので、液化ガス貯蔵設備を備えた液化ガス運搬船、液化ガス燃料
タンクを備えた船舶、液化ガス燃料タンクを備えた浮体構造物、又は、液化ガス貯蔵設備
を有する浮体構造物等の液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物に利用することができる。
【符号の説明】
【００６３】
１Ａ～１Ｅ、１Ｘ　液化ガス運搬船（液化ガス貯蔵設備を備えた浮体構造物）
２　船底
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３　船側
４　上甲板
５　機関室
６　プロペラ
７　舵
８　居住区
８ａ　航海船橋
９　煙突
１１　貨物タンク
１１ａ　液化ガス燃料タンク
１２　貨物機器室
１３　荷役用マニホールド
１４　区画
１５　機関室前部区画
１６　機関室上部区画
１７　通行路
Ｒ１　貨物区画

【図１】 【図２】
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